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( 1) 余剰生産手段△Pmと追加 (蓄積される) 不変資本△Cとは, 通常, 一致する。 しかし, 後に示す私

の表式例のように, 労働生産力の上昇またはその他の理由により生産物の価値変動が生ずる とそ

引まならないこ と もある。 拡大再生産の必要条件を△Pmの存在とするのは最も広い解釈である。

( 2 ) 前畑憲子氏は資本論第2部第8稿の検証を中心に, この問題についてのマルクスの認識と解決方

法を吟味している。 前畑憲子 「いわゆる 『拡大再生産出発表式の困難』 について」 『岐阜経済大学

論集』 第28巻第1号, 1994年7月

I 問題点 と視点

拡大再生産表式の第一の必要条件はI V十M> HC, 即ち余剰生産手段 ( △Pm) の存在

である。 (以下, 私のまた他論者の使用する記号についてその意味が直ちに分ると考えた場

合は説明を省略した。 また, 同一の事項が論者によって僅かに異なる記号で表わされている

場合もいちいちの説明をほとんど省略した。) △Pmはこれを生産手段部門と消費財部門と

に振り分ける比率を与えられないと次め拡大再生産を展開できないという意味で, 十分条件

ではないが, 二部門表示の拡大再生産表式すべてに一般的に妥当する。 表式の創始者マルク

スは, 拡大再生産の資本主義的形態たる資本蓄積が剰余価値の生産要素への再転化どして示

されることから, 当然のこととして△Pmの資本主義的表現たる追加不変資本 (MC又は△C)

に次いで追加可変資本 (MV又は△V) を も表式運動に設定した。(1) ところが, このマルク

スの設定は△Vの現実化の時期, 貨幣の出所と還流方法等について疑問がある, 即ち表式中

の他の要素のように期間中に供需が出会ってすっきり片づ く というのではないことが, 既に

マルクス自身によっても提起され, 論争されてきた。 また, 論者によって別様な表式運動も

作成されてきた。 1950年代末に高木幸二郎 ・富塚文太郎両氏が問題は△V実現の時期や貨幣

還流の仕方にではなく , △Vが一度は今年度に支払われさらに次年度に同一労働者にその期

の可変資本からも支払われるという二重払= 二重消費であることを明確にした。 それに対す

る解決方法もついでいろいろ提起されたが, 未だ完全な合意は得られていない, さ らには私

には不当に見える解決方法が多くの支持を得ている現状にあると私は考える。 そこで私もこ

の問題について, 提起された解決方法のう ち興味あるものを検討しつつ, 表式の論理からは

本来如何に解決されるべきであるかという視点で論ずる。(2) (3)
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( 3 ) 論議の概観については, 土田和長 「再生産表式における可変資本の補填と蓄積 (上) , (下) 」 「富

士大学紀要」 第19巻第 1号 ・第2号, 1986 ・87年。

同 「価値= 素材補填運動の個別論点をめぐる論争A拡大再生産表式における追加可変資本の転態」

『資本論体系4資本の流通 ・再生産』 有斐閣1990年 ・516- 525頁。

市原健志 「マルクス以降の再生産論の展開」 同書444-482頁。

H 高木幸二郎氏の解決方法

戦後における問題提起者の一人, 高木幸二郎氏は 「二つの」 解決方法が考えられると言う。

「二つの」 と したのは, 高木氏が実際にはもう一つの解決方法を同時に提起しているのに直

ちにそれを 「明かな背理」 と捨てているからである。 実はその捨てられた解決方法こそ私か

正しいと考える方法であるが, それに対するこのような態度もまたこの問題に関する一つの

論点のようにも見える。

「一つの案」 は, 「右の消費手段の余剰額 (追加可変資本として充当される財源一引用者)

に相当する額の金生産を第三部門と して導入することにより, 繰越余剰や二重消費をな く し

て, ひとまず合理的な拡大再生産表式を構成することができる」 (4) という ものである。 次の

表式である。

1 4400C+ 1100V + 550m(k) + 440m(c) + 110m( v) = 6600pm

n 1500C+375v+ 187.5m(k)+ 150m(c)+ 37.5m(v)= 2250km

m 100c+25v+ 12.5m(k)+ 10m(c)ナ2.5m(v)= 150g

需給を私の記号で表すと,

6600pm= 4400C1+ 440△C1+ 1500C2+ 150△C2+ 100C3+ 10△C3

2250km= 1100V1+ 550M KI+ 375v2+ 187.5M K2+ 25V3+ 12.5M K3

150g= 110△vI+ 37.5△V2+ 25△V3

このう ち最後の式だけは右側の需要が左側の供給を実現するというのではな く , △vは実

際には需要と して現れていないが, すべての均衡は成立し, 「次年度に繰 り越すべき実現需

要はない。」 (110頁) かつ, 次年度の生産手段とさらに追加可変資本に充当すべき新貨幣金

も各部門に保持されている, 再生産表式の枠組は全く損なわれていない。 ところが高木氏は,

「ただちに起こって く る問題は, 資本前貸の形態は……け’つして可変資本だけが貨幣の形態

をとるのではない」 (113頁) と言い, さらに次の表式を提示する。

1 4400C十n00V + 330M (k) + 220M (g) + 440M (c) + 110M (v) = 6600Pm

n 130QC+325V+97.5M(k)+65M(g)+130M(c)+32.5M(v)=1950Km

皿1 300C+ 75v + 22.5M (k) + 15M (g) + 30M (c) + 7.5M (v) = 450G 卜

ここで も各部門の均衡は成り立ち, 全生産物の実現は当年に完了している。 とはいえそこ

では, 「150Gは追加可変資本の新貨幣形態に転置されるためのものであ り , 300Gは純粋に

流通必要貨幣額の増大分のためのものであるという区別はひとまずありながら, 流通を媒介

する貨幣という意味では結局は同一に帰するのではないかという疑問が生ずる。」 (116頁)

この疑問は当然であろう。 金部門の生産量を追加可変資本総額に等し く しよう と しまいと

均衡が成り立つという事に, 金部門導入の意義が暗示されている。 即ち, 上で追加可変資本

と指定された部分の実現についても, 実際はそれは金部門による購買, 換言すればその特殊

な機能による商品の実現であ り, その貨幣= 金が後に追加可変資本と して充用される という



I [ミ画亜]車蕉明+550m(k)+440m(c)+110m(v)=6600Pm
n¥廊面同車而司+200m(k)+160m(c)+40m(v)=2400Km
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事は全く別問題なのである。 この追加貨幣源泉即ち蓄蔵貨幣の形成は単純再生産でもありえ

た。 それは剰余価値の蓄積では全 く ないのだ。

高木氏はさ らに貨幣が国家紙幣や信用貨幣で済むという場合を想定すれば, 丁いっ さいの

金生産が不要のものとして存在しなく なるのであるから,m(k)のなかから鋳貨準備金に向か

うべき元本もなく なってく るし, またm(v)そのものももはや価値物と してのGへの転化は

行なわれなく てよいことになる。 すなわち社会的に見ると, 剰余価値のうち蓄積元本となる

のは, m(c)すなわち追加不変資本だけで足りることになる」 (118頁) と続ける。 こう して,

金部門の導入という特殊な道を経てではあるが, 高木氏’はもう一つの表式を作る。 すなわち。

1 4400C+ 1100v + 660m( k) + 440m( c) = 6600Pm

n 1600C+400v+240m(k)+ 160m(c)=2400Km

△vは消去されているが, 全生産物は実現され次の生産の準備も完了している。 私はこの

方法こそ正しいと考える。 ところが, 高木氏はこれを掲げながら直ちに 「明らかに背理であ

る」 (119頁) と言う。何故なら, 「1/2mの蓄積率で各個別資本は蓄積を行なっているにもかかわ

らず, …社会的には極限において蓄積率40% , 資本家の消費60% という結果になりうる」 (118頁) の

だから。高木氏は表式における個別資本と社会的総資本との視哉のずれという重大な提起を行なう。

が, この論点については後で触れることとし, 高木氏の展開に戻ると, 一方で 「追加労働者の消費す

べき消費手段までは当該年度生産物から追加供給される必要はなく , …次年度生産物より供給されれ

ばよいという再生産論上の想定が成り立つ」 (126頁) という視帽こ達しながら, 追加可変資本用貨幣

供給の金部門に逆戻りしてこの簡明な見地を捨てる。

高木氏はもう一つ, 全く異なる視哉の解決方法を提示する。即ち, いままでは当年生産物はすべて

当年実現されるという想定なのに対し, 当年消費財のうち労働者に消費される分は次年に購買される,

つまりK・tlは需要と してのvt2に対応すると見なす方法である。

年生産の出発点に生産手段と貨幣があるのだから, 「さ らに一歩を進めて, 可変資本に照応

すべき消費手段もまた出発点ないし年生産開始時の前提に存在する」 (130頁) と見なすので

ある。 表式では,

1年次

2年次

この均衡を私の記号で表せば,

6600 Pmtl = 4400 Cltl + 1600 C2tl + 440△ Cltl + 160△ C2tl

2400 K mtl = 550 MK ltl + 200 M K2t1+ 1210 Vlt2+ 440 V2t2

需給に過不足なく , また 「追加可変資本M(V)に対応する消費財の重複出現をどう処理す

るかという こ とも, ここでは問題にならない。」 (132頁) 確かに可変資本の二重前貸は魔法

の如 く消える。 が, それは従来当年収入の一部たる Vtlによって買われると されていた部分

を次年収入たるVt2によって買わせることにするという , 再生産運動理解の変更によって初

めて可能となる。 高木氏はその根拠をこ う述べる。 「資本主義的生産の性格規定に照応して,

I F華i区か 憚 示i司 + 605m( k) + 484m (c) + 112m( v) = 7260Pm

n r百面ぐ]升i而司|+200m(k)+176m(c)+44(v)=2640Km



もしCに照応する生産手段Pmが前貸資本の現実的形態であるならば, 労働力売買という問

題に媒介されるとはいえ, 結局はVに照応する年生産物の素材形態である消費手段 もまた生

産手段と同列に年生産の前提においてみるこ とは, 一つの理論的根拠を もつであろ う 。」

(130頁)

生産開始点に生産手段と並んで消費財も資本と して立つという把握は, 私は全くおかしい

と思う。 そこに立つのは生産手段と労働力である。 両者と もに直ぐに生産に着手しうる形で,

即ち既に資本によって購買されてある。 まだ販売されていない消費財を立てて如何に生産を

始めよう というのであろうか。 むろんマルクスは生産手段 ・消費財とも資本の現物形態と見

なしている。 だが, それは資本運動の全局面においてではない。 とはいえ, 私の高木説否定

はVt2→ K111tl とする説の理論的根拠についてであって, 直ちにその説すべてを否定するもの

ではない。別様な存在権保障も考えられるからであって, この解決方法を支持する論者は多

い 。 Vt2→ K IIltl と い う 運 動 を △ V の 存 在 権 保 障 の た め の 便 宜 的 措 置 と 見 な す 論 者 も い る 中 で ,

土田氏はこの運動が再生産運動把握の必然であるこ とを主張する。

事柄を再生産運動そのものから把握することには全く異存はなく , 次に土田氏の主張を検討

する。

( 4) 高木幸二郎 「恐慌 ・再生産 ・貨幣制度」 大同書店1964年。 108頁。 以下高木氏からの引用文頁数は

同書のものである。
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パンヤで
Wく A--P--W

Pm

m土田和長氏のwI-wl循環視点と労働前貸「一括把握説」
土田氏の依拠するのは, 商品資本循環が社会的総資本の再生産過程を解明する 「唯一の適

合的な視角」 (吉原泰助氏) とする主張である。 土田氏はこの循環範式では社会的総生産物

w’ が再生産運動の始点に立つと解 く 。 即ち次の運動範式である。(5)

この範式から土田氏はこう主張する。 「社会的総資本の運動を表示するW’-W’の第 2段階で

登場する購買 G → A 。

Aこ G゛G¯Ẃ は明らかに次年度の生産のために雇用さ
れる労働者に対して支払われる賃金によって可能となるものであり, この購買の対象となる

生産物はW’-Wの始点にあるW’すなわち前年度生産された消費手段である。」 (25頁) 運動の

始点に立つW’は 「前年度生産された」 ものだから, 土田氏の言う対応を私の記号で表せば,

K Illtl - Vt2 と な る 。 高 木氏 の苦心 し た こ の対応 の 「理 論 的根拠 」 は再生 産運動 の必然 と さ れ

る。上の対応は表式の具体的数値 ・運動では次のように示される。 (26頁)
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(匹 )

∩

し _ 第1生産年度 ___ 」 第2生産年度 L 第3生産年度

I 第1再生産期間 JI 第2再生産期間 」

ここではA と△Aは同時に雇用され同一の消費財を消費する。 土田氏はこれを 「一括把握

説」 と呼ぶ。 もちろん, そこでは需給の均衡は成立するとと もに, 追加労働者は独自には現

れないのだから, それへの二重前貸 ・消費は消えている。 土田氏はこれをW’- W’循環の

「論理的に首尾一貫」 (29頁) した説明だと言う。

土田氏の主張は2つの検討すべき点をもっている。 1つは再生産表式がW’- W’循環と し

てその起点がW’そのものであるかという点。 これはむろん非常に重大な論点であるが, そ

れに対する私見は次の節で述べるので, こ こでは再生産運動を循環と して把えれば, その起

点把握の如何によってマルクスが論じたように運動の内容把握や位置付は異なることはあり

うるが, 運動そのものが変ることはないという視点で論じたい。 そういう視点で土田氏の主

張を見ると, 上のW’- W’図と下の表式図解とは全 く同一とはいえないこ とがまず目につ く 。

W’- W’図では文字通りW’が視点に立っている。 ところが表式図解では, 第 1再生産期間は

W’から始まるが, その前にそれには入らないがGから始まる第 1生産期間が設定されてい

る。 実際W’はその生産物なのだからそれ抜きにしてその価値構成やそれに規定される運動

が描けるわけがない。 従って, 土田氏の表式図解において第 1再生産期間はそれに入らない

第1生産期間を必要な前提と してもち, かつそれ自身は第1年生産物の流通期間と第 2生産

期間との混合から成る。 私はそれを簡明とは思わない6

2つめはW’を起点とすると土田氏の主張する運動は必然であるかどうかという点。 土田

氏の問題とする運動第2段階のG←→・AがW’起点だと次年生産のために為されるこ とは間

違いない。 しかし, その購買対象が運動始点のW’だと言うのは必然であろ うか。 W’は運動

の始点と終点に現れる。 G←→Aは直接には労働力売買でありそこで支払われた賃銀が消費

財購買力となるのは土田氏も認めているように時間, 場所と もに別である。 その間に充分,

新生産物が形成され購買対象となりう る。 従って, VtlにKMt1, Vt2にKMt2というのが従

来の常識的理解であった。 生産物の形成が生産期間の最後であり従ってその間は前年生産物

が消費される, 即ち Vt2→ KMtl と言うのが土田説の枢要点であるが, それが 「明らかに」

の一言で片付けられているのは遺憾である。 なるほど, 生産物が 1生産期間の終りにすべて

生産されると言うのは現実にはかなり極端な想定であるが, 表式運動の仮定と してはあなが

ち全否定はされない。 とはいえ√その場合は既成の生産物に対する需要はそれと同年の要素

から成ると見るのがむ七ろ当然であろう。 それを端的に表すのが資本家消費Mkである。 土

田氏の表式図解でもそれは第 1生産年のもの即ちMKt1である。 ところが図解ではそれが,
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Ⅳ △V消去の視点

問題は剰余価値の蓄積における追加可変資本△Vの設定が同一労働者への二重賃銀支払=

消費を惹起するという事であった。 各年の生産開始時, 用意された生産手段とともにそれを

動かす全労働者の存在が前提されるのだから, 如何程であれ別に可変資本が用意されるのは

奇妙である。 とすれば, 蓄積剰余価値中の△Vは余分であって消去すればよい, とするのは

最も単純な視点であろう。 均衡はこう表わされる。

Rntl = Cltl十Vltl十M ltl = Cltl十C2tl十 △Cltl+ △C2tl 卜

Kmtl = C2tl十V2tl十M 2tl = Vlt1十V2tl十M kltl十M k2tl

意地悪い言方をすると, こっそ り第 2年A と△Aの購買に付加されている。 つまり同時に行

われるように描いている。 しかし, MKtlはそれ自体第2年生産に属さないのだから, 別に,

それに先立って起りうるはずである。 MKtlの量は蓄積により規定されるから, 論理的には

△cと△vが確定してから即ち第2年開始後だと言うのかもしれない。 しかし, それはvt2→

KMtl説がKMtlの流通と第2年生産とを結合させる, 正し く は後者を先行させるから起る

ことであって, 通常の理解, 即ち第1年生産物の流通が完了して第2年生産が開始される と

いう考えでは, MKtlはむろん蓄積により規定されるが, 蓄積自体第 1年の流通であ り, 第

2年生産開始後という こ とにはならない。 そして MKtlは第 1年生産価値から形成される,

即ち第 1年収入の一部なのだから, それが購買力と して現れる時は, 同時の生産価値 ・収入

たる vtl も同じ く現れうるはずであり, それが常識であった。

ただ し, vt2→ Kotlで も均衡自体は前後関係を含まないから成立し, 従ってそのよう な運

動を一概に否定することはできないだろう。 見たように, vt2vt2に対してw’は前と後にあ

るのだから, そのいずれかを採る可能性はあろう。

ただし, vt2→ Kot1を採るこ とは私はあぐまで可能性と してあるにすぎないと考えるし , そ

のような運動は次のような特徴をもつであろう。 即ち, 第2年生産開始時, 生産手段 P11tlは

すべて流通 ・配備が完了しているが, 消費財 KIIltlは未だ一切売れていない。 にもかかわら

ず消費財部門は次の生産をしかも拡大された規模で行う , そ してそれがKotlの実現条件と

なる。 常識では孔ltl , KIIltl と も流通が完了して次の生産が始まる。 つま り両者ははっ き り

した区切と順序をもつが, vt2→ Kotlでは両者は融合し↓第2年生産が第1年消費財の流通

に先行し, 順序は逆転する。 それは既にマルクス描く w’- w’循環の運動と異なっている し,

それだけでな く , 同年の二つの収入要素が別年に別年の賃銀と剰余価値が同年に流通する,

同年生産の生産手段と消費財の流通時期が異なる, そのような再生産運動理解は, 私はやは

り異常であると考える。(6)

( 5 ) 土田和長 「再生産表式における可変資本の補填と蓄積 (下)」, 25頁。 以下本節中の土田氏引用文

頁数は本論文のものである。 ■ ■ ■

( 6 ) 山田盛太郎はツガン ・バラノ ウスキーの構成高度化 ・労働者消費減少の表式 (1901年) に対 し。

それがvt2→ Kotl と しているが故に 「異常な運動形態」 と評し, 「ツガンの場合における異常は。

素材補填= 価値補填の障碍でありかつ再生産論上の” 法則” の破壊である」 と断じている。 山田

盛太郎 『再生産過程表式分析序論』 (昭和6年) , 『山田盛太郎著作集 第1巻』 岩波書店1983年所

収。 2a1, 238頁。 十



P- (alpl十Zlw)
想定A

又は, = Vtl十Mtl一 △Ctl

「この表式における諸転態は, MVが削除されたために年度内に全て順調に完了する。」

(土田前掲論文, 9頁)

これもまた追加労働者は旧労働者と同時に雇用され, 別に現れるこ とを否定されるのだか

ら, 土田氏の言う 「一括把握説」 である。 ただ差異はその賃銀による購買が前年度消費財に

向うか当年度の物に向うかのみ。即ち, 「一括把握説」 と Vt2→ Kotl とする説とは全 く 同じ

ではないのである。

しかし, △Vを単に消去する方法はその最初の提起者高木氏において 「明らかに背理」 と

され一つの解決方法という地位すら与えられなかった。 土田氏も上の引用に続いて , 「最 も

重要な批判点と して, MVを削除することはマルクスの蓄積理論からの決定的違背であると

いう ことが指摘されねばならない」 (同, 10頁) と決めつける。 その根拠は資本論第 1巻の

「人が資本に転化させうるものは, …生産手段と…生活手段とだけである。 従って, 年間剰 `

余労働の一部は, 前貸資本の補填に必要だった量を起える追加生産手段と追加生活手段との

生産にあてられていなければならない」 という一文である。(7) 第 1巻と 2巻と, マフレクスの

考えは一貫しているよう に見える。 しかし, 彼は上の文にすぐ続いて次のように述べる。

「次にそれらの成分を実際に資本と して機能させるためには, 資本家階級は労働の追加を

必要とする。 …そのためにも資本主義的生産の機構はすぐ間に合う ようにできている。 とい

うのは, 。;・労働者階級の普通の賃銀はこの階級の維持だけでな くその増殖をも保障するに足

りるからである。 ・・・色々な年齢層から年々資本に供給される追加労働力を, 資本はただ , 年

間生産のうちに既に含まれている追加生産手段に合体させればよく , 剰余価値の資本への転

化はそれで済んでいる。」 (8)

賃銀の中に労働者増殖分も含まれるのだから, 別に剰余価値の中から追加生活手段を支弁

する必要はない。最後に記された追加生産手段だけの一語もそれを証する。 明瞭にマルクス

が蓄積における△Vの消去を述べている。 連続する二文, その論理は相異なる。 ただし , マ

ルクス自身は別の事を述べているつもりは全く なかったろうが。 置塩信雄氏は 「蓄積論」

の中で拡大再生産表式の説明および展開を△Vの設定なしで行い何の支障もないこ とを実際

に示しながら, ただ 「数学的に簡単であり読者の理解がえやすいと考えた」 からその様にし

たと言う。(9)置塩氏は, [想定A] ( △Vを単に消去する方法一引用者) よ り も[想定B] ( Vt2を

KIIltlに買向わせる方法。 そしてこれをマルクスの方法と解釈する) が 「よ り現実的である

と考える」 理由を両者の利潤率規定の差異に求める。即ち, 生産手段部門について,

17拡大再生産表式における追加可変資本の消去

rl =

PI 販売価格, al 投入係数, ZI 労働投入量, w 賃金率

となると言う。(lo) この式は消費財部門にも適用でき, マルクスめ用語でこう表せる。

A r= M / C

B r= M / C十V

想定B

rl =

alpl

pl- (alpl+ zlw)

alpl+ zlw
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Vt2→ KIIltl とする方法は私には現実的と言う より△Vを無理やり生かすための論理的構築

のように思えるが, と もあれ両者の認識が利潤率規定の差異をもたらすとあらば重大である。

資本をモノ , 生産 (蓄積) された生産手段と考えれば, 資本利潤率r= M/ Cと定義するの

は一貫していよう (むろんその場合, 不変資本という言葉はなくなるが) 。 マルクスの資本

観からは価値価格次元で r = M/ C十Vと表す以外ありえないこ とは言を費す必要はあるま

い。 △Vの消去が置塩氏の利潤率規定Aのようになるとすれば, それはマルクスの資本観と

根幹から背反するこ とになろう。 高木氏, 土田氏の言の如く , また置塩氏の定式の示す如く ,

この一見簡明な△V消去法の採用を躊躇させるものは, 資本の本質と運動に反するという恐

れ以外ないであろう。

置塩氏の主張の根拠は, 剰余価値の蓄積において追加可変資本をないものとすれば, 生産

手段だけが資本と して前貸されることになる, という所にあろう。確かに資本蓄積は元資本

量も含め新しい前貸 ・新しい運動の出発点となる。 だが, それは個別資本の運動G- G’循

環においてそうなのであって, 社会的総資本の運動を表すW’- W’ 循環では, G’- Pm’( =

C十△C) は新しい運動の出発点ではなく , 社会的総生産物の流通の終了点の一部である。

置塩氏の主張は表式に示される再生産運動の出発点は何処かという問題に我々を連れ戻す。

土田氏はW’- W’ 循環なのだから文字通りW’が期首に立つと主張した。確かにマルクス

は商品資本循環の説明でW’が期首に立つと述べている。(11「 その限り, 土田氏の主張はマル

クスの文の忠実な解釈である。 しかし私は, その説明は個別資本のそれであって直ちに社会

的総資本の運動に適用できないと考える。 マルクスはまた, W’- W’ 循環によって把握さ

れる 「産業資本の全体運動」 において, 「社会的資本は個別資本の総計に等しい」, 「社会的

資本の運動は個別資本の運動の代数的総計に等しい」 こ とを指摘しつつ, 同時に, そこでの

個別資本の運動が 「違った諸現象を呈するという こと」, 「この運動が個々の個別資本の循環

の考察によって解決されるのではな く , そこでは解決を前提せねばならない問題を解決する

という こ と」 をも指摘する。(12) 即ち, 資本よりもさ らに本質的な社会的再生産の法則であ

り, Wy- W’ 視点は資本の運動からそれを浮び上らせるためのいわば呼水と言ってもいい

かと思われる。

表式の運動はもちろん社会的総資本の生産物め各価値部分の流通であるが, 各個値は生産

によって形成され規定されている。 生産と生産物は同期であり, その流通も然り。 表式の右

辺と左辺は等量関係と質的規定性を表すが, 同時に過程の進行をも表す。 当年の生産期間は

再生産期間の外にあるのではなぐその中にある。 その方が余程すっきりしていよう。 生産物

の形成に続きその総流通が行われ, その完了を以って再生産期間は区切られる。 次年の生産

期間はその中に入る必要は全くダない。 流通は生産手段の補填と蓄積, 社会の収入の形成とそ

の支出による消費財の購買を含み, それはまた次年生産の準備でもあり, またそれ故に再生

産でもある。 しかし, それは決して次年生産の開始を含まなく ともよい。 両者は時間 ・場所

ともにはっ きり と区別される二つの過程である。 Vt2→ K111tl とする主張が, 両者を混同し後

者をして前者の条件と為して順序を逆転させたにすぎない6 かく して, 再生産運動は社会的

総生産物を軸に生産と流通から, 再生産期間は生産期間と流通期間から成 り, すべて同期の

要素であ り他期の要素はその中に入らない, と同時にその期の要素の運動はその期の内に完

了する。 実際は, 全期間を通じて生産と流通は同時に進行し互いに因果をなす。 表式は一期
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V 労働生産力の上昇 を伴 う表式 と追加可変資本問題の一般性

追加可変資本問題に対して, これを単に消去するという解決方法が表式の均衡と運動に関

して何等問題がないこと, また歴史貫通的な社会的再生産の面から資本主義生産と流通の面

からももそうあるべきだと見なして差し支えないこ とを主張した。 しかし, この主張が正当

であれば即他の解決方法は否定されるものかと言う と, 問題の性質上そうは言えないだろう。

高木氏の方法のよう に金部門を導入するこ と も均衡上からは妥当であった。確かにそれは

一般性に欠けるが, 特殊であるからといってその存在権自体まで否定することはできないだ

ろう。 また, 蓄蔵貨幣の形成自体は資本蓄積ではなく , 従って△V設定の正当性を証明する

間のその全運動を集約して一括表示したものにすぎない。

この視点では資本は生産資本としてその運動を始めその結果と して剰余価値を生産し販売

する。生産資本の要素のうち, 生産手段は既に前期末に獲得されている, 即ち前貸されてい

る, 他方労働力は継続も新規も期首にそう される。 実際にもその時間 ・順序のずれは大概生

ずるだろう。 だが, 期首に始まるこの全運動期間において, 両要素 とも, その支払が現金か

信用か前払か後払かを問わず, 資本として前貸されたものと して存在するのだから, 利潤率

はM/ C十V以外ありえない。本来それが産業資本の従って生産資本の利潤率表現であった。

こう して√社会的総資本の再生産は個別資本の運動の総計から成 りながら個別資本それ自

体にはない社会的再生産の法則に資本を従わせ, 他方社会的再生産の運動は資本の本性に則っ

てつまり資本主義的形態で行われる。 どんな社会でも拡大再生産のためには社会成員の再生

産とと もに余剰生産手段が生産 ・配備されねばならない。 さ らに次期にそれを動かす追加労

働力も養成 ・保持されねばならず, そのために消費財の一部を充当する必要がある。 資本主

義的には追加労働力の養成 ・訓練費は既存の労働力価値に含まれる と見なされた。 それはむ

しろ歴史貫通的な労働財源の資本主義的存在形態と言うべきだろう 。 さらに殊に資本主義の

ような変動絶えない経済にあっては余分の労働力即ち産業予備軍を保持しておく ことも必要

であろう。 マルクスはその負荷は現実には多く労働者階級の肩にかかると述べたが, 理論的

には剰余価値の中から支弁されると見てもよいだろう。 共同的社会では, これらの要員を養

成 ・保持する必要さ らに社会の予備 ・保険財源は労働者への支払と社会的剰余の中から支弁

されるだろう。 しかし, それは決して未だ行われていない労働への支払という形は採らない

はずである。 ましてやせち辛い資本家がそんなこ とをするはずがない。 どんな社会でも拡大

再生産のためには追加生産手段の生産と配備及び追加 ・予備の労働力の養成 ・保持が必要で

あるが, 次期に持ち込まれる即ち蓄積される生産物は生産手段だけである。社会的再生産に

おいて生産手段と消費財は果す役割も運動の仕方も異なる。 それ故古典派はーそしてまた多

くの現代経済学も一生産手段だけを資本と見なしたが, これはまたマルクスがモノの物的属

性と社会的属性を混同したと痛烈に批判した所であった。

( 7 ) K. マルクス 『資本論第1巻』 大月書店 1975年756頁

( 8 ) 同, 同, 757頁

( 9 ) (10) 置塩信雄 『蓄積論 (第二版)」 筑摩書店 1976年同, 146頁 犬

(11) 『資本論第2巻』 109頁

(12) 同 120- 121頁
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この表現では両部門とも足並はそろ う 。 置塩氏は生産手段についても Ct+1= Ct十△Ct

であるから, 上式はXI(t) = CI(t)十C2(t汁 △CI十△C2 となる, と言う。 置塩氏にとっては

Ct十△Ctと Ct2, Vt十△Vtと Vt2と は全 く 代替的である。

置塩説の生産手段の運動は従来説と同一である。 通常, それは補填と蓄積需要即ち Ct十

△Ct と して現れ, 次期の生産において合一されると解される。 それは一挙に次期の生産手

段需要Ct+1と して現れると考えてもよい。 む七ろその方がより現実的といえよ う 。 いずれ

にせよ, その運動はまず流通次いで配備と して現れ, 次期の生産とははっ きり した区切を持

つ。 しかし, 消費財はそうはいかない。 次期の可変資本 Vt-卜1は直接には労働力に対する需

要であ り, それは少 く と も次期の生産開始と同時であり, 消費財に対する需要と して現れる

のはその後になる。 置塩説の賃銀一括前払はこの時間ずれを最小限にしよう とするものであ

る。 しかし, 置塩氏も認めるように, K・tの流通に次期の生産が先行し, 運動の順序は生産

手段と消費財とは逆になる。 私は置塩説ではあ く まで Vt+1→ Vt十△Vt であってその逆で

はないと考える。 置塩氏は両部門の均衡式は同一の想定即ち 「CとNの投入後,」 期経過し

た後にC十Nだけの価値をもつ生産物が生産されると考える」 から生まれる と見る。 (16) こ

れはかなり極端な想定であるが, 仮にそうだと しても生産の後まず社会的総生産物の流通が

同時にあるはずである。 が, 置塩説ではそうはならない。 私はこれはすっ きり しない, 置塩

均衡式は消費財部門について必然ではないと考える。

「一括把握説」 の運動均衡式K・ltl = Vt2十Mkt1を一寸別の角度から見てみよう 。 Mktlは

私の説では = Mtに △Ctl となるが, Vt2→ Kot1説では = Mtl- ( △Ctl十△Vtl ) である。

△Vtl = Vt2- Vtl だ か ら , 上 式 は Kotl = Vt2十 { M tl- △C一 ( Vt2- Vtl) } = Vtl十M tに △Ctl

となる。 Vt2は消えて しまう。 Vt2→ K・tl とする解決方法も, 結局, いわば廻 り道を して拡

大再生産の一般的均衡条件に帰着する。 またその限りで正当性をもちうるということである。

この方法はVt2に照応して Mkt1を操作することで帳尻を合わせる。 ただしこの操作あるい

は廻り道によって, それは一つの限定をもつようになる。 Vt2- Vtl< OおよびVlt2- Vltl< 0,

ものではなかったが結果と してそれが△Vに充当されるこ とを否定するものではなかった。

今年消費財Kotlを次年賃銀Vt2によって買わせる解決方法も, 従来の再生産運動理解を く

つがえすものであるが, 均衡は成立した。

置塩信雄氏はこの考えに基く均衡を次のように表現している。(13)

Ct十Vt十M t ̃ Ct十Vt+1十aM t十 △Ct

Vだけt-卜1のこの均衡式は私には美し く見えない。 置塩氏はVt+1= Vt十△Vt と書けるから,

上式は, 二

Ct十Vt十M t̃ Ct+ Vt十aM t十 △Ct十△Vt

と書ける, と言う。(14) しかし, 私は, 「一括把握説」 (土田) では需要はあく まで Vt+1と じ

て現れるので, それを数量的に等しいからといって簡単にVt十△Vtに置き換えるわけには

いかない, と思う 。 置塩氏はまた別書で生産手段 ・消費財両部門の均衡を次のよう に表

すo(15)

χ1(t) = CI(t+ 1)十C2(t+ 1)

χ2(t) = VI(tH )十V2(t+ 1)十M lk(t)十M 2k(t)
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次年に生産手段部門で労働生産性が2倍になったとする。 労働生産性は生産量/ 単位労働

量で示される。 (18) 尚, 簡単化のため生産手段投入量と生産量との割合は変わらないもの

とする。 拡大再生産の条件より, 2000V+ 2000M- H2000C= 2000△C, これを 1600△CI ,

400△C2に分けると, 2年めの生産構成が定る。

2年

IPm

I Pm 4000C + 2000V + 2000M = 8000

2000Pm + 4000P m

HKm 2000C + 1000V + 1000M = 4000

1000Pm 2000Km

拡大再生産表式における追加可変資本の消去 21

V2t2- V2tl< 0 ,即ち△Vtl △Vltl △V2tl< Oの事態が生ずると , Mktl > Mtl- △Ctl とな り

不条理を起し均衡不成立になるという限界である。 △V< Oの事態はマルクスの作成 した表

式そのものさ らには生産 ・価値構成一定の下での拡大再生産表式では起らない。 しかし, 労

働生産力の上昇に伴う生産 ・価値構成の変化という条件を加えれば起りうる, という事を私

の表式で示してみよう (17) 。 労働生産力の上昇に伴う生産 ・価値構成の変化を示すため, 表

式中に使用価値量を並記すれば, 技術的構成と価値構成の変化との関連, および生産物単価

の変化を必然的に示しうるレ

単価

2

初年構成

1.25

1.75

3年めは消費財価値が低下するため労働力単位価値決定の問題が生ずるが, これは表式の

論理自体では決定できないため, 簡単に名目賃銀率, 剰余価値率一定, 実質賃銀率上昇と し

た。 以下, △Cの分割さえ適切であれば再生産は支障なく進行し, 最終的に生産手段価値 1,

消費財価値1.5となる。 づ

この私の表式では追加可変資本△Vはないものと想定して展開することに何の支障もない。

実際, 上の展開ではそう している。 Vt2< Vtl,となって いても, あるいはある期間中に労働力

単位価値がマルクスの主張する如 く変ったどして も対応できる。 それに対しレVt2→ Kミillt1と

する解決方法では, 4000KltUこ対し, 2600Vt2, これにMtに △Ctl = 1000すべても加えても

II Km 2400C + 1200V + 1200M = 1800

1200P(1200Pm)m 2400Km

400△Cを250△C1, 150△C2とに分ける と , ¥

3年

I Pm 5800C + 1950V + 1950M = 9750

3900Pm 7800Pm

HKm 2550C + 1700V + 1700M = 5950

1700Pm 3400K m

1.55600C + 1400V + 1400M = 8400

2800Pm 5600Pm

2
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400の需要不足となり, 均衡は成立しない。 消費財部門でも労働生産性が上昇するとすれば,

不均衡はさらに拡大する。 それによる労働力価値の低下を加えればさ らに。 ただし, 上の表

式ではこの不均衡は労働生産性上昇の生ずる 1年だけで次年からは均衡は回復する。 とはい

え, 生産性上昇は1回だけのことではないから, そのような事態は随時起りう る と言 うべき

だろう。 さ らにまた次のような事態も起りうる。 即ち△Vを単に消去する方法では 3年め

消費財価値が変った時労賃も変るこ とに何の造作もない。 ところがVt2→ KotlではVt2は前

年の消費財価値に規定されるから変りえない, 資本家はその年の相対的剰余価値を実現で き

ないことになる, 他方労働者と しては同年の所得について資本家は安くて新しいものを買え

るのに高くて古いものを買わざるをえないことになる。 解決方法と して私はそこに優劣の判

定は下しうると考える。 ■ ■ ■ ■

拡大再生産における消費財部門の均衡条件は結局, KIIltl = Vtl十Mtl- △Ctlで示される。

すべて同年の要因からなるこれが必要十分条件である。 要は, Mtl- △Ct, の需要が現れば

よいので, その中味がMKだけであるか, MK十G, MK十△Vであるかはどうでもよい。 国

家の強制的需要を入れるも可である。 また, Mtに △Ctlの全額を労働者に移譲しMK= Oと

するも, 資本家はやらないだろう というだけで, 可である。 その意味では△V問題の, いや

正し くは消費財実現の解決方法はいくつもありうる。 というのは, たった一つの場合を除け

ば, 事実上他のすべての方法において△Vは消滅しているのである。 △Vの設定は資本蓄積

の一部であり, 新たな資本運動の開始であり, また△Cがそうであるように次の生産要素へ

の資本投下 ・その配備である。 ところが, 金部門の導入という方法はK。のMの一部の金部

門による買でありその結果と しての金= 蓄蔵貨幣の形成であ力, 決して追加労働者への支払 ・

その配備 で はな か っ た 。 他 方 , Vt2→ KIIlil と す る 方法 で は , Vt2 > Vtl の場合

KIIltl = Vt2十Mktl = Vtl十 △Vtl十Mktl と な る よ う に見 え る 。 し か し , そ の場合

Vt2→ KIIltl = Vtl十△Vtl であっ て , 生産手段が Ctl十△Ctl→ △Ct2である よ う に Vtl十

△Vtl→△Vt2ではない。 △Vの形成に見えるのは実はそうではな く , 剰余価値の一部の貨幣

化であダりノ, それは蓄積つまり新たな運動の出発点ではな く前貸した貨幣の環流= 終点である。

決してそこで次の追加労働者の形成 ・配備が行われているわけではない。 その意味で, 金部

門の導入, △Vの単なる消去, Vt2→ Kotlの導入は, すべて, 土田氏の言う可変資本前貸の

「一括把握説」 であり, まただから賃銀の二重支払という矛盾を解消で きた。 他方, 本来マ

ルクスの設定した△V即ち可変資本の蓄積は追加労働力への別の前貸 ・その結果と しての同

一労働への賃銀二重払であり, これはこれで再生産の均衡条件はク リアしていた。私からす

ればこれが唯一のマルクスの叙述に即した解決方法であ り, 他はすべて 「マルクスり 蓄積範

躊からの決定的違背」 になってしまう。 追加可変資本問題はこれを再生産の流れの中でどう

位置づけるかが鍵であると私は考える。

(13) 置塩信雄 「現代資本主義分析の課題」 岩波書店 1980年, 26頁

(14) 同, 27頁

(15) 同, 『マルクス経済学』 筑摩書房 1987年, 39-40頁

(16) 同, 同, 38頁

(17) マルクスは資本循環論の中で, 「実際には生産手段の価値は変動する。実にこの資本主義的生産に
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とまで呼ぶ。 ( 『資本論』③大月書店, 90, 130頁。) 再生産表式の中にこれを入れなかったのは単純

に運動それ自体を示すためであったと思われる。 それ故, 私の表式は資本論の論旨に適う ものと

考える。 また, 「ある程度の発展段階では, 生産の異常な増大は雇用労働者数の相対的減少ばかり

でなく , その絶対的減少をも伴うことがあ りうる」 ( 『フランス語版資本論下』 法政大学出版局178

9年86頁) , 「新し く導入された機械がどんなに大きな程度でそれ以前の労働を追い出したか」 ( 同,

87頁) , と私の表式展開に示されるような事態の起りうることを指摘している。 ただし , 彼の論旨

の基調は, 労働生産力の上昇を伴う資本蓄積 ・拡大再生産において資本の有機的構成の高度化が

起り, その結果, 可変資本の相対的減少 ・絶対的増加が傾向と して生ずる, という ものである。が,

その過程はなだらかな一本調子ではなく , 諸部門, 諸時期に上で述べられたよう な事態を伴う過

程である, と考えていたと認識する。 これもまた私の表式で例示しう る所である。 ただ し , 私は

「資本の有機的構成の高度化」 は労働生産力上昇の直後は生ずるが, 価値低下により順次相殺され,

長期的 ・一般的には生じないと考える。 この点については拙論「労働生産力の上昇と生産構成の変

化 」 『岐阜大学教養部研究報告』第31号参照。

(18) これは直接に, マルクスの言う労働生産性の指標である。松石勝彦氏もこの定義を使用し, これ

が労働省や日本生産性本部で使用されているものとも一致することを指摘している。 ( 「資本論研

究」 三嶺書房, 1983年↓267頁, 273頁。

ただし, 社会的総資本の価値構成における労働生産性の表現は, 私の表式展開に見る如 く変化す

る。置塩信雄氏は生産量/ 死んだ労働十生きた労働という定義を主張する。 (前揚 『現代資本主義

分析の課題』 10, 11頁, 他) 2つの定義は矛盾するものではない。 ただ, 時間差を考えねばならない。

こそ価値関係の不断の変動 (下線部著者) は特有なのであって」 と指摘し, これを 「価値革命」


